
令和２年度第３四半期までの運用状況等
（令和2年4月～令和2年12月）

独立行政法人農業者年金基金は、年金資産の安全かつ効率的な運用を行っています。令和２年度第
３四半期までの運用状況を「独立行政法人農業者年金基金中期計画」に基づき公表いたします。

当基金が行っています年金資産の運用においては、確定拠出型の年金制度であることから、原則、
資産を時価で評価しなければならないため、金融・経済情勢等の運用環境の影響により、短期的に
は、運用成績が変動しマイナスになることがありますが、長期的な運用により安定した運用収益を上
げることが期待されます。

今後とも、安全かつ効率的な運用を徹底して参りたいと思いますので、皆様の御理解を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。

【参考】

独立行政法人農業者年金基金中期計画（平成３０年３月２７日認可）－抜粋－

２ 年金資産の安全かつ効率的な運用

(4) 運用の透明性の確保
年金資産の構成割合、運用成績等については、四半期ごとにホームページで情報を公表するとともに、加入者に対

　して、毎年６月末日までにその前年度末現在で評価した個々の加入者に係る運用結果を通知する。
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（第1四半期）

（第2四半期）

（第3四半期）

10月は米欧における新型コロナウイルスの感染再拡大や米国の追加経済対策法案成立の不透明感等を背景に、株価の下落や金利の低
下（債券価格は上昇）が進みましたが、11月以降は、米大統領・議会選挙の結果や米欧での新型コロナウイルスのワクチン接種開始、
また米国の追加経済対策や英国・ＥＵ間のＦＴＡ交渉の成立等を受けた景気回復期待から、株式においては株価上昇圧力が、債券にお
いては金利上昇（価格下落）圧力が働く環境にありました。
なお、為替については、日米金利差の縮小や米国の新型コロナウイルス感染再拡大等によるリスク回避の動き等から対ドルで円高が

進行しました。

１．令和２年度第３四半期まで（令和2年4月～令和2年12月）の運用環境について

新型コロナウイルスの感染が再拡大したことでリスク回避姿勢が高まる場面も見られましたが、世界経済の回復期待の高まりを背景
に、株式においては株価上昇圧力が働く環境にありました。一方、債券においてはもみ合いで推移しました。
なお、為替については、新型コロナウイルスの第2波懸念から円高となる場面も見られましたが、リスク選好の動き等から円安が進

行しました。

国内外での新型コロナウイルス感染再拡大や米中対立の激化懸念等からリスク回避姿勢が高まる場面も見られましたが、米中の経済
指標の改善や新型コロナウイルスのワクチン開発進展期待等から、株価の上昇や金利の上昇（債券価格は下落）が進みました。9月に
は、米国において主力ハイテク株を中心に利益確定目的の売りが広がり株価下落や金利低下が進む一方、国内においては菅新政権のも
とでの政策継続への安心感やデジタル化推進等への期待から株価は上昇しました。
なお、為替については、ＦＲＢによるゼロ金利政策が長期化するとの見方の強まりやリスク回避姿勢の動き等から対ドルで円高が進

行した一方、対ユーロでは円安が進行しました。
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２．令和２年度第３四半期まで（令和2年4月～令和2年12月）のポートフォリオ別の運用状況

　①　被保険者ポートフォリオ

　令和２年度第３四半期まで（令和2年4月～令和2年12月）の被保険者及び待期者に係る資産の運用状況は、次表のとおり、令和２年１２月末時価総額は２，５５８億９１百万円
となり、第３四半期までの総合収益は１８７億２２百万円となりました。また、修正総合利回りは８．０５％となりました。

第３四半期まで
の総合収益

（参考）
修正総合利回り

166,845 166,288 65.0 217                      0.13                     

67,968 67,458 26.4 277 0.40

98,877 98,830 38.6 -59 -0.06

26,471 33,253 13.0 7,855 29.68

13,085 13,319 5.2 232 1.77

25,071 35,487 13.9 10,417 41.49

590 7,544 2.9 -1                       －

232,062 255,891 100.0 18,722 8.05

（注）　１．政策アセットミクスは、国内債券71％（±10％）、国内株式12％（±4％）、外国債券5％（±2％）、外国株式12％（±4％）としています（カッコ内は乖離
　　　　　　許容幅）。
　　　　２．国内債券のうち自家運用（満期保有目的）については、償却原価法（定額法）を適用しています。
　　　　３．国内債券のうち外部運用については、金利上昇リスクに対応するために保有する短期資産（令和元年度末時価総額47,601百万円、令和2年12月末時価総額
　　　　　　47,262百万円）を含みます。
　　　　４．令和元年度末時価総額は、令和元年度決算整理後の額となっています。なお、短期資産の590百万円は、決算整理前の額588百万円に被保険者危険準備金
　　　　　　ポートフォリオからの受入額2百万円を加算した額です。
　　　　５．令和2年12月末時価総額（合計）は、令和元年度末時価総額（合計）232,062百万円に、第3四半期までの追加投資額等5,106百万円及び総合収益の18,722百万円
　　　　　　を加算した額255,891百万円となりました。
　　　　６．単位未満を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。（以下同じ。）

（参考）令和２年度第３四半期（令和2年10月～12月）の運用状況

第３四半期
の総合収益

（参考）
修正総合利回り

167,305 166,288 65.0 218                      0.13

68,636 67,458 26.4 99                       0.14

98,669 98,830 38.6 119                      0.12

30,548 33,253 13.0 3,396                   11.16

13,300 13,319 5.2 18                       0.13

31,836 35,487 13.9 3,650                   11.44

553 7,544 2.9 -0                       －

243,542 255,891 100.0 7,282                   2.98

（注）令和2年12月末時価総額（合計）は、令和2年9月末時価総額（合計）243,542百万円に、第3四半期の追加投資額等5,067百万円及び総合収益の7,282百万円を加算した

　　　額255,891百万円となりました。

（単位：百万円、％）

資　　　産
令和元年度末
時価総額

令和2年12月末
時価総額

時価総額構成割合

　　国内債券

自家運用

外部運用

　　国内株式

　　外国債券

　　外国株式

　　短期資産

　　合　　　計

（単位：百万円、％）

資　　　産
令和2年9月末
時価総額

令和2年12月末
時価総額

時価総額構成割合

　　国内債券

自家運用

外部運用

　　国内株式

　　外国債券

　　外国株式

　　短期資産

　　合　　　計

 ２



②　受給権者ポートフォリオ

　令和２年度第３四半期まで（令和2年4月～令和2年12月）の受給権者に係る資産状況は、次表のとおりとなっています。
　なお、債務の評価額である受給権者経理における給付原資準備金の額は、毎年度末の額について、年金数理人の有資格者である年金計理人が、関係規定に
基づき適正に算定されていることを確認しており、令和元年度末においては 90,947百万円となっています。

資　　　産
令和元年度末

時価総額
令和2年12月末

時価総額

国内債券 75,625 76,740

短期資産 16,506 17,704

合　　　計 92,131 94,444

（注)１．令和元年度末時価総額は、令和元年度決算整理後の額となっています。なお、短期資産の16,506百万円は、決算整理前の額16,163百万円に、受給権者危険準備金

　　　   ポートフォリオからの受入額343百万円を加算した額です。

     ２．令和2年12月末時価総額の短期資産のうち16,330百万円は、マイナス利回りの国内債券購入を回避するため、追投待機資産として現預金等により取り置いている

     　　ものです。

③　被保険者危険準備金ポートフォリオ及び受給権者危険準備金ポートフォリオ

　令和２年度第３四半期（令和2年4月～令和2年12月）の危険準備金に係る資産状況は、次表のとおりとなっています。

ポートフォリオ 区　　　分 資　　　産
令和元年度末

時価総額
令和2年12月末

時価総額

付利準備金 短期資産 7,113 7,115

調整準備金 短期資産 2,801 2,714

合　　　計 9,914 9,829

　受給権者危険準備金
　ポートフォリオ

調整準備金 短期資産 2,631 2,842

（注）令和元年度末時価総額は、令和元年度決算整理後の額となっています。なお、被保険者危険準備金ポートフォリオの短期資産の合計9,914百万円は、決算整理前の合

　　　計額9,916百万円から被保険者ポートフォリオへの繰入額2百万円を減算した額です。また、受給権者危険準備金ポートフォリオの短期資産の2,631百万円は、決算

　　　整理前の額2,974百万円から受給権者ポートフォリオへの繰入額343百万円を減算した額です。

(単位：百万円）

(単位：百万円）

　被保険者危険準備金
　ポートフォリオ

 ３



（参考）市場インデックス
区　　　　　　　分

国内債券（新発１０年国債利回り） 0.010 ％ 0.025 ％ 0.010 ％ 0.020 ％

　　　　　　（NOMURA-BPI総合） 388.450 ﾎﾟｲﾝﾄ 386.558 ﾎﾟｲﾝﾄ 387.219 ﾎﾟｲﾝﾄ 387.203 ﾎﾟｲﾝﾄ

国内株式（日経２２５） 18,917.01 円 22,288.14 円 23,185.12 円 27,444.17 円

　　　　　　（TOPIX配当込） 2,167.60 ﾎﾟｲﾝﾄ 2,411.45 ﾎﾟｲﾝﾄ 2,536.14 ﾎﾟｲﾝﾄ 2,819.93 ﾎﾟｲﾝﾄ

外国債券（米国１０年国債利回り） 0.670 ％ 0.657 ％ 0.685 ％ 0.916 ％

　　　　　　（独１０年国債利回り） -0.471 ％ -0.454 ％ -0.522 ％ -0.569 ％

　　　　　　（FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ） 421.441 ﾎﾟｲﾝﾄ 426.468 ﾎﾟｲﾝﾄ 429.330 ﾎﾟｲﾝﾄ 429.953 ﾎﾟｲﾝﾄ

外国株式（NYダウ） 21,917.16 ﾄﾞﾙ 25,812.88 ﾄﾞﾙ 27,781.70 ﾄﾞﾙ 30,606.48 ﾄﾞﾙ

　　　　　　（独DAX指数） 9,935.84 ﾎﾟｲﾝﾄ 12,310.93 ﾎﾟｲﾝﾄ 12,760.73 ﾎﾟｲﾝﾄ 13,718.78 ﾎﾟｲﾝﾄ

　　　　　　（ＭＳＣＩ－ＫＯＫＵＳＡＩ） 2,806.635 ﾎﾟｲﾝﾄ 3,373.647 ﾎﾟｲﾝﾄ 3,568.283 ﾎﾟｲﾝﾄ 3,978.639 ﾎﾟｲﾝﾄ

為替レート（対ドル） 107.96 円 107.89 円 105.53 円 103.25 円

　　　 　　　（対ユーロ） 118.45 円 121.17 円 123.75 円 126.33 円

令和2年3月末 令和2年6月末 令和2年9月末 令和2年12月末
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３．ベンチマーク・インデックスの推移

（R2.3末=100）

国内債券（ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合）

国内株式（ＴＯＰＩＸ配当込）

外国債券（ＦＴＳＥ世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ）

外国株式（ＭＳＣＩ－ＫＯＫＵＳＡＩ）

国内債券
▲0.32%

国内株式
30.09%

外国債券
2.02%

外国株式
41.76%

 ４



５ 
 

参 考 

用語の説明 

 

○ ポートフォリオ 

 

資産を運用する際の保有資産の組合せのこと。また、組み合わされた運用資産全体を指すこともある（同義語 ファンド）。 

 

○ 総合収益 

 

利息、配当金や売買損益といった実現損益だけではなく、評価損益や未収収益を加味した収益のこと。 

 

○ 修正総合利回り 

 

総合収益を、運用元本に時価の概念を加味した残高で割って算出した収益率のこと。運用成績の開示に広く用いられている。 

修正総合利回り ＝ （総合収益） ÷ （運用元本平均残高＋前期末評価損益＋前期末未収収益） 

 

○ ベンチマーク・インデックス 

 

各資産の収益率を評価する基準となる指標のこと。 

以下は、被保険者ポートフォリオにおけるそれぞれの資産のベンチマーク・インデックスとして、当基金が採用しているものである。 

＊ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 

野村證券金融工学研究センターが作成している国内債券市場の指標。国内で発行された残存１年以上の固定利付円建債（Ａ格相当以上）から構成され

る。国内債券市場の代表的な指標である。 

＊ＴＯＰＩＸ（配当込） 

東京証券取引所が作成している国内株式市場の指標。東証一部全上場銘柄から構成される。国内株式市場の代表的な指標である。 

＊ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジあり、円ベース） 

ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣが作成している外国債券市場の指標。主要各国（除く日本）が発行する国債から構成される。外国債券市場の代表的な指

標である。 

＊ＭＳＣＩ－ＫＯＫＵＳＡＩ（源泉税控除前、配当再投資、円換算） 

ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が作成している外国株式市場の指標。主要各国（除く日本）の証券取引所上場銘柄から構成される。外国株式市場の代表的な指標である。 


